
滝沢市地域公共交通計画
の施策への取組み状況について

〈 第１７回滝沢市地域公共交通会議 〉

令和７年３月１７日（月） ビッグルーフ滝沢 大ホール

滝 沢  市
都市政策課
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資料１



■市地域内交通の検討（福祉バス及び患者輸送バスの再編）

現行の福祉バス・患者輸送バスは、利用者の減少や
運行経費の増額のほか、バス運転士不足、運行ルー
トの重複、長い乗車時間等の課題を抱えている。
市内の地域内交通を維持するため、限られた資源

 を活用した効率的な運行となるよう、見直しが必要
‣交通事業者（市内タクシー事業者・貸切バス事
 業者、路線バス事業者）へのヒアリング
‣庁内関係課との協議
‣人口密度や乗降データの分析

福祉バスと患者輸送バスを統合し、運行ルート再編
（乗車時間の短縮）、運賃・ダイヤの検討を実施

詳細は議事（２）で報告します。

▲現在運行している福祉バス路線図

１ 公共交通利用向上プロジェクト
 〔施策１－２〕市内移動における利便性向上

 ②小さな交通需要に対応した交通サービスの検討

※令和６年度 地域公共交通活性化推進事業費補助金（県）を活用
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滝沢市地域公共交通計画（平成29年策定）

基本目標１：新市の「まちづくり」を支える新たな交通網の形成

基本目標３：地域の特徴・特性に応じた交通サービスの提供

「公共交通の利便性向上プロジェクト」
施策1-2 市内移動における利便性向上

②小さな交通需要に対応した交通サービスの検討

小さな交通需要が分散する中山間地域において、誰でも安心して外
出できる環境を確保するため、既存の交通資源を活用し、効率的な交
通サービスの導入を検討する

柳沢・姥屋敷地区を対象に取り組みを進めてきた

１ 公共交通利用向上プロジェクト
 〔施策１－２〕市内移動における利便性向上

 ②小さな交通需要に対応した交通サービスの検討

■小さな交通需要に対応した交通サービスの検討
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‣これまでの取り組み状況
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１ 公共交通利用向上プロジェクト
 〔施策１－２〕市内移動における利便性向上

 ②小さな交通需要に対応した交通サービスの検討

令和４年度

•交通移動サービス実証実験
  小需要地域における最大の移動需要を把握

利用者は限定的（各地区対象人口の２％）
利用者の移動が集中する頻度や時間帯があることから、
移動を効率化できる可能性あり タクシーの相乗り

令和5年度

•地域住民との課題意識の共有
 住民ワークショップの開催による住民意識の醸成
【柳沢地区】

  住民代表者ヒアリングによる課題意識の共有
  移動の課題に関するWebアンケート調査の実施

柳沢地区におけるアンケート結果
回答：33世帯／315世帯（約10％）
現状では困っていないが、将来的に移動に対する不安を
抱えているとの意見あり

5年後、10年後には高齢者率6割超え
 将来にわたって考えていく必要がある
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既存の地域・交通の評価

移動ニーズの把握

地域組織の設置

サービス水準・運行案の検討

運行に向けた協議・調整

地域内交通の運行

～R3

R4
実証実験

地域意識の醸成・地域のとりくみ活性化
R5～



将来的に移動の課題はあるが、現時点では困っていない・・・

モビリティ・マネジメントの推進が必要
※モビリティ・マネジメントとは・・・
「過度に自動車に頼る状態」から「公共交通や徒歩などを含めた多様な交通手段を適度（＝かしこく）に利用する状態」

１ 公共交通利用向上プロジェクト
 〔施策１－２〕市内移動における利便性向上

 ②小さな交通需要に対応した交通サービスの検討

柳沢地区住民代表者と意見交換会を実施
 既存の交通サービスの使い方を認知してもらうことが必要、 地域のつながりが大事

 

地域として課題を認識し、自ら行動することが大事であることを共有

誰でも利用できる「福祉バス」を有効活用

地域みんなでお出かけする機会の創出

地域主体で 「福祉バスツアー」 を企画
▲住民代表者との意見交換

‣令和６年度の取り組み状況
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全４回を開催し、延べ３０名参加

第１回  ６月１０日（月） 滝沢総合公園～ビッグルーフ（６名）
第２回  ７月  ５日（月） はつらつ元気館～ビッグルーフ（１１名）
第３回  ９月３０日（月） 複合商業施設monaka（１１名）
第４回 １１月２５日（月） 居場所ほっこり参加（２名）

参加者からは・・・
「福祉バスに初めて乗った」、「数十年ぶりに鉄道に乗った」、「免許返納も考えたい」
「乗り方がわからなかった」、「経由地が多く、移動時間が長い」 などの意見あり

１ 公共交通利用向上プロジェクト
 〔施策１－２〕市内移動における利便性向上

 ②小さな交通需要に対応した交通サービスの検討

▲福祉バス利用の様子

‣柳沢地区の取り組み（福祉バスツアー）

▲地域で作成したチラシ
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▲はつらつ元気館で運動教室を体験 ▲電車を乗り継ぎツアーを開催（第３回）



柳沢地区子ども会の夏休み行事で鉄道を利用した遠足を開催
令和６年８月４日（日） 児童 １５名

「福祉バス」を活用した小学校の課外授業の実施
令和６年８月２３日（金） 柳沢小学校１・２年生 ６名

１ 公共交通利用向上プロジェクト
 〔施策１－２〕市内移動における利便性向上

 ②小さな交通需要に対応した交通サービスの検討

▲子ども会で鉄道を利用した遠足を開催（IGR巣子駅） ▲「福祉バス」を利用した課外授業（柳沢小1・2年）

‣柳沢地区の取り組み（子ども会遠足、課外授業）

住民代表者が「福祉バス」の活用
を小学校へ提案して実現
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１ 公共交通利用向上プロジェクト
 〔施策１－２〕市内移動における利便性向上

 ②小さな交通需要に対応した交通サービスの検討

姥屋敷・柳沢地区と情報共有を行いながら、必要な支援等を検討してまいります

‣まとめ
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姥屋敷地区：地域内で移動に課題を感じるものの、主体的な取り組みにつながらず

柳沢地区：地域主体の取り組みを実施
 ツアーだけでなく、日常的にお出かけするような状態を目指す

関連した取り組み
・ 小需要地域等への配車についてタクシー事業者と意見交換
 小需要地域を含めた市内への配車等について協議
 運転士不足ではあるが、市内への配車は「予約」があればできる限り配車している

・ 生活支援体制整備事業（包括支援センター）における姥屋敷、柳沢地区の協議体を開催
 生活支援コーディーネーターと情報共有しながら、地域の方と移動に関する課題について意見交換
 「地域のつながり」が重要（情報共有の難しさ、老人クラブ加入者の減少）

・ 自治会長研修会において「地域主体で取り組む移動支援（秋田県横手市狙半内地区）」の視察
 36自治会中24自治会が研修会に参加し、活発な意見交換が行われた

 狙半内共助運営体の活動に対して、高い関心が寄せられていた

さるはんない



２ 公共交通の認知度向上プロジェクト
 〔施策２－１〕情報発信による認知度向上

 ①公共交通の案内･情報発信ツールの作成

■ 「広報たきざわ」や「市ホームページ」による公共交通の情報発信
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‣市民の公共交通への関心を高めるため、市の 「広報たきざわ」を活用し、公共交
 通に関するトピックスを掲載(６月、７月、８月号)
‣ホームページでは「写真でみるニュース」などにイベントの様子を掲載

▲７月１日号（チャグバス装飾）▲６月１日号（小岩井駅活用）

▲市HP「写真で見るニュース」（巣子駅七夕）



２ 公共交通の認知度向上プロジェクト
 〔施策２－１〕情報発信による認知度向上

 ①公共交通の案内･情報発信ツールの作成

■様々なイベントを通じての周知活動
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‣滝祭（8月24日）、おやこフェスタ（9月29日）、ふるさと交流館秋まつり
（10月20日）でのPR活動、アンケート調査を実施。

▲アンケート調査▲イベント展示（PRブース）

▲ＪＲバス東北、みたけタクシーのご協力による車両展示等（おやこフェスタ）



２ 公共交通の認知度向上プロジェクト
 〔施策２－２〕イベント実施等による認知度向上

 ①児童・生徒等を対象とした乗り方教室等の開催

■鉄道安全教室の開催（東日本旅客鉄道㈱盛岡支社）
‣通学のためJR田沢湖線（小岩井駅―大釜駅）を利用する小岩井地区の

 小学生に対し、小岩井駅無人化に伴う安全確保を目的として小岩井地区育
 成会が企画し、JR東日本盛岡支社主導のもと鉄道安全教室を実施。

 日時：令和６年１１月１４日（木）１４時～１５時
 会場：篠木小学校体育館

 参加者：小岩井地区 ９１名（子ども８３名、大人８名）

▲駅ホームでの注意事項、踏切通過体験、切符の買い方体験など▲教室の様子

11



２ 公共交通の認知度向上プロジェクト
 〔施策２－２〕イベント実施等による認知度向上

 ②パッケージサービス・企画乗車券等の連携サービスの実施

■チャグバスの運行（岩手県北バス）

12

‣公共交通と密接な関係にある観光事業〔チャグチャグ馬コ〕とタイアップ。
 目に留まるデザインに装飾した「チャグバス」を期間限定で運行し、チャグチャグ
 馬コのＰＲと公共交通の利用促進を図る。

 今年度は巣子保育園園児による装飾を実施。（H30～R6年度 計６回開催）

▲装飾の様子 ▲新聞、TV各社で報道
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■小岩井駅 駅舎管理・活用

‣令和５年１２月より駅舎が市の所有となり、清掃等の業務を小岩井自治会に
 委託。令和６年度は地域主催によるお祭りや様々な教室（寺子屋・スマホ教
 室）が開催され、地域交流の場として駅舎を活用。

３ 公共交通の環境改善プロジェクト
 〔施策３-１〕交通拠点整備による利便性向上

 ①主要拠点の交通環境の強化･待合い環境の改善

▲こいわいえきまつり（ジャズライブ・紙芝居） ▲盛岡大学生の企画による寺子屋 ▲滝沢市地域活性化企業人によるスマホ教室



４ 多様な主体と連携・協働プロジェクト
 〔施策４-２〕協働・連携による体制づくり

 ①大学と連携した公共交通施策の展開

■会計年度職員（学生アルバイト）の雇用

▲外国人向けタクシー案内
（学生アルバイト制作）

‣会計年度職員として学生アルバイトを雇用。岩手県立大学の学生１名が、
 令和６年６月～令和７年３月まで都市政策課に配属されている。公共交
 通関連の業務に従事。

▲県立大学生による発表、掲示板を活用した世代間交流の実証実験

■交通施設を利用したまちづくりへの参画
‣県立大学生による法律・行政実習A（自治体が抱える課題とその解決につい
て、学生が現場で学びながら考え、協力して調査を行い、政策提案をしていく

授業）において、小岩井駅での世代間交流について取り組みを実施。
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４ 多様な主体と連携・協働プロジェクト
 〔施策４-２〕協働・連携による体制づくり

 ②モビリティマネジメントの推進

■市職員の盛岡方面への出張における路線バスの利用促進

市職員の盛岡方面への出張における路線バスの利用
促進を行い、職員自らが公共交通の利用機会を創出
するとともに、日常的な公共交通の利用につなげる。
（市民に対しての公共交通利用の啓発、環境への負
担軽減なども同時に図る）

‣平成３０年１１月から全庁での試験運用を実施。令和元年１１月から本
 格運用としている。

▲職員の内部情報システムからICカード利用予約可能
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延べ利用人数：４１人（４１人）
【令和５年１１月から令和６年１０月までの１年間の実績〔（ ）内は前年同期間〕】



４ 多様な主体と連携・協働プロジェクト
 〔施策４-２〕協働・連携による体制づくり

 ③交通事業者のドライバー確保に向けた取り組みの実施

■バス運転士確保支援金
‣市内に営業所を有する路線バス事業者（岩手県交通㈱滝沢営業所）へ路線バス
 運転士確保支援金を給付することにより、路線バス運転士の雇用の促進及びバス路
線の維持を図ることを目的として今年度より新たに実施。

【支援実績】

新規採用 ５名（１名採用につき８０万円を支援）

■陸上自衛隊岩手駐屯地でのバス運転士体験乗車
‣バス運転士の確保のため、市と岩手県交通㈱及び陸上自衛隊岩手駐屯地と連携し、
 退職後の新たな就職先の候補となるよう、運転士体験及び説明会を開催。

▲岩手駐屯地での体験会の様子
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物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用
 乗合バス、貸切バス、タクシー、鉄道事業者への支援

■交通事業者を対象とした支援金等（物価高騰対応）

‣市内に乗降可能なバス停留所を有する乗合バス事業者、市内に本社又は
 営業所を有する貸切バス事業者、盛岡交通圏を営業区域とする個人タク
シーを含むタクシー事業者に対して、支援金を給付。

‣IGRいわて銀河鉄道に対して安定的な鉄道事業の運営を図るため、県及
 び沿線市町と共に令和５年度から令和９年度までに設備維持や車両本
 体の更新などに要する経費を支援。

【支援実績】
乗合バス事業者（３社）               
貸切バス事業者（４社）              
タクシー事業者 （19社）               
個人タクシー事業者（76名）         

IGRいわて銀河鉄道

※令和６年度 地方創生臨時交付金（国）を活用

合計：31,051千円
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今後の施策への取組

■令和７年度に実施を予定している主な取組

‣次期地域公共交通計画（盛岡都市圏）及び利便増進実施計画の策定

‣地域主体の公共交通維持に向けた取り組みの検討

‣地域内交通（福祉バス及び患者輸送車の再編）の検討

‣チャグバスの運行 【令和７年５～６月予定】

‣自衛隊岩手地方協力本部との連携によるバス運転手確保の対策

‣公共交通マップの更新（前回更新：令和５年度）

‣小岩井駅国有形文化財登録を記念した利用促進イベントの開催

‣通学定期乗車券助成事業による支援（物価高騰対応）

‣交通事業者支援金（物価高騰対応）

‣バス運転士確保支援金（支援対象を「市内を運行するバス事業者」）

‣イベント・広報・市HPによる公共交通の情報発信
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その他

■ 「交通空白」解消・官民連携プラットフォームへの入会

「交通空白」解消・官民連携プラットフォームとは・・・
交通空白に係るお困りごとを抱える自治体、交通事業者と様々な資源を持つ幅広い分野の企業・団体群の連携・協働体
制を構築し、「交通空白」解消に向けた実効性かつ持続可能性のある取り組みを全国規模で推進するために、令和６年１
１月に発足。

〇参加団体（令和7年2月21日時点）
自治体：619（572市町村+47都道府県）、交通事業者：94、団体：57、パートナー企業：175

〇関係府省庁
 内閣官房（新しい地方経済・生活環境創生本部事務局）、
 内閣府（地方創生推進事務局）、警察庁、こども家庭庁、
 デジタル庁、総務省、  文部科学省、厚生労働省、農林水産省、
経済産業省、環境省、金融庁、国土交通省【事務局】

〇主な取り組み事例
 １ 課題×ソリューションのマッチング

自治体や交通事業者だけで解決が難しい地域を中心に、パートナー企業の人材・技術・サービス等を投入できる
 ２ パイロットプロジェクト

同様の課題を抱えている自治体等において同一のプロジェクトを全国一斉に展開
 ３ ナレッジの共有

国土交通省をはじめとした関係府省庁の支援策の共有・展開

庁内全課における移動等の課題の抽出・共有を図り、交通空白解消に向けて取り組みを検討
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